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連結決算概要

JPMC決算説明会



上期の概況

2018年の概況

厳しい事業環境の中、第２四半期として上場以来７期連続の

増収増益となったものの、売上高、営業利益は計画未達

2018年12月期第２四半期
連結決算概要

サービス付き高齢者向け住宅の竣工時期のずれ(上期10棟、下

期14棟予定)、販売用不動産の売却(上期0棟、下期3～4棟)に

より、業績が下期へ集中する見通し

Ｍ＆Ａを通じて「みらい少額短期保険株式会社」の全株式取得

を通じた子会社化による保険事業に進出



上期の取組

2018年の取組

サービス付き高齢者向け住宅事業の拡大に向けた営業活動の強化

不動産業における金融事業（滞納保証・保険事業・不動産ローン）

の拡大に向けての取組

ICT導入への取組（営業支援システム導入による営業効率の向上）

人材の有効活用への取組

2018年12月期第２四半期
連結決算概要

株主還元

2018年度中間配当は、公表予想通り2.5円増配の21円

（通期は当初予想通り42円を予定）



連結決算のハイライト
第２四半期連結累計期間(1月～6月)

（百万円） 2017年度 2018年度 前年差 前年比(％)

売上高 20,276 20,649 +372 +1.8

営業利益 1,206 1,277 +71 +5.9

経常利益 1,206 1,284 +78 +6.5

親会社株主に帰属する
四半期純利益

814 888 +74 +9.1

1株当たり四半期純利益
(円)

44.94 49.04 +4.1 +9.1

1株当たり配当金(円) 18.5 21.0 +2.5 -
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売上区分別の状況
第２四半期連結累計期間(1月～6月)

（百万円） 2017年度 2018年度 前年差 前年比(%)

不動産収入 19,289 19,450 +161 +0.8

加盟店からの収入 313 280 △32 △10.4

その他の収入 674 918 +244 +36.2

イーベスト 232 176 △55 △23.9

滞納保証 95 153 +58 +61.5

少額短期保険(4月～6月) - 240 +240 -

ローン 2 17 +15 +777.7

その他 345 332 △13 △3.8

売上高 20,276 20,649 372 +1.8
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主要指標の状況

年間目標 実績 進捗率(%)

新規申込契約戸数(戸) 12,000 4,488 37.4

期末管理戸数(戸) 80,000 73,957 -

管理戸数純増(戸) 6,000 △320 △5.3

期中平均入居率(％) 90.0 90.4 -

新規獲得パートナー数(社) 90 31 34.4
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連結キャッシュフロー計算書
第２四半期連結累計期間(1月～6月)

（百万円） 2017年度 2018年度 差額

営業キャッシュフロー 750 391 △358 営業貸付金の増加

投資キャッシュフロー △10 △80 △70 M&Aによる支出

財務キャッシュフロー △416 △158 △257 借入増加

現金および現金同等物の増
加

324 152 △172

期首残高 3,976 4,700 723

期末残高 4,301 4,852 551
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連結業績予想

（百万円） 2017年度
2018年度
(予想)

前年差 前年比(％)

売上高 40,510 48,000 +7,490 +18.5

営業利益 2,454 2,801 +347 +14.1

経常利益 2,453 2,800 +347 +14.1

親会社株主に帰属する
四半期純利益

1,668 1,900 +232 +13.9

1株当たり四半期純利益
(円)

92.04 104.78 +12.74 +13.8

1株当たり配当金(円) 37.0 42.0 +5.0 -
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連結売上高予想

（百万円） 2017年度
2018年度
(予想)

前年差 前年比(%)

不動産収入 38,613 42,400 +3,786 +9.8

加盟店からの収入 543 600 +56 +10.5

その他の収入 1,354 5,000 +244 +36.2

イーベスト 493 560 +66 +13.6

不動産売却 - 2,400 +2,400 -

滞納保証 224 459 +235 +104.9

少額短期保険(4月～12月) - 720 +720 -

ローン 4 18 +14 +354.9

その他 633 843 +210 +33.6

売上高 40,510 48,000 +7,490 +18.5
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2018年12月期第２四半期

状況報告



プラットホーム
（母集団形成）

収益率/戸
（付加価値）

2軸の収益で加速

基本戦略

当社の基本戦略はストックビジネスを推進することです。
下期から来期にかけて母集団の増加に注力します。



拡大するJPMCグループ



事業拡大のスピードと
人員確保のスピードの乖離

拡大するJPMCグループ

スピードに合わせた人員確保に注力
ただし、効率的な事業運営方針は普遍



営業利益率

更なる改善へ



1人当たりの
売上高

出典/スマイスターMagaZine Biz 「不動産業界 一人当たり売上高ランキング」
※2017年4月から～2018年3月期までの期間で
報告されている企業の決算書・有価証券報告書をもとに集計
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上場企業の
1人当たり営業利益

第 位９９
出典/東洋経済ONLINE（2017年7月27日）
※本決算における営業利益を従業員数で割って算出

順位 会社名 1人当たり
営業利益

1位 アルデプロ 2億1468万

2位 ミクシィ 1億3778万

3位 松井証券 1億2145万

4位 ランド 1億1828万

5位 京阪神ビルディング 1億1555万

…

96位 塩野義製薬 1962万

97位 ヒロセ通商 1960万

98位 竹内製作所 1939万

99位 日本管理センター 1932万1932万日本管理センター99位

1人当たりの
営業利益ランキング



ROE順位

出典/「Yahoo！ファイナンス （2018年8月24日時点）」

第 位１5  

ROE（東証一部上場企業）

順位 会社名 ROE

1位 スタートトゥデイ 57.40

2位 TATERU 51.34

3位 ブイ・テクノロジー 49.97

4位 北の達人コーポレーション 48.77

5位 RS Technologies 47.42

…

12位 不二家 42.53

13位 MonotaRO 42.21

14位 エイチーム 41.83

15位 日本管理センター 41.6941.69日本管理センター15位
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2018

2012 2015

２つの戸数横ばい要因

賃料改定時の解約増により戸数は昨年末から横ばい。
2つの不足が要因＝過去査定能力のノウハウ・オーナーリレーション
ただし収益性の悪い物件が減少した為、利益率は向上した。

拡大した商品群



サブリース戸数
ランキング

出典/ 週刊全国賃貸住宅新聞
2018年7月30日号「2018年管理戸数ランキング952社」
※2018年3月末時点の管理戸数データにて集計

第８位

サブリース戸数



受託状況

2018年新規受託 ４,４８８戸

９．９％

１４．４％

７５．７％

2018年上半期時点 73,957戸

サブリース戸数





出典/健美家より
2016年9月～2017年3月までの集計

1棟収益マンション
元付物件※掲載

第１位

イーベスト

※元付物件/仲介会社を介さない物件
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２０１８年現在

1,487件

売却物件推移
（イーベスト販売開始件数）

18６件

640件

1,107件

1.５倍

イーベスト



2017年

72兆1572億円
※全国金融機関の不動産業への向け融資残高

不動産投資に銀行融資厳しく
個人が金融機関から借金してマンションなどを購入し、
賃貸収入を得る不動産投資に陰りが見える。
不動産投資情報サイトの健美家が賃貸経営者に聞いた調査によ
ると、金融機関の融資姿勢が「厳しくなった」と感じる
回答者が全体の52％と、半年前より18ポイント上昇した。

（2017年12月31日 日本経済新聞 朝刊）

1991年(バブル期)

44兆7248億円
※全国金融機関の不動産業への融資残高

ポートフォリオ
調整局面へ



JPMCファイナンス



2,800万円

8,000万円

※融資には審査がございます

JPMCファイナンス





サービス付き高齢者向け住宅

高齢者住宅戸数
ランキング

出典/ 高齢者住宅新聞
2018年8月8日号「高齢者住宅ランキング2018」
※2018年3月末時点の管理戸数データにて集計

第 位

2,939日本管理センター6位
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ヴァティー
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やまねメディカル8位
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ミサワホームグループ9位

5,341

7,649

学研ココファン

SOMPOケアグループ

2位

1位

順位 会社名 戸数

126棟 4,253戸日本管理センター3位

2018年7月末オープン予定含め

126棟 4,253戸

3
予定
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サービス付き高齢者向け住宅の

相談件数推移（棟数）

0

100

200

300

400

500

600

2016年 2017年 2018年上期

（単位：棟）

279

551

サービス付き高齢者向け住宅

上半期だけで

349



新サービス



ふるさぽルネサンス

2019年10月ＯＰＥＮ予定

142戸の都内最大級施設へ

都内の空き独身寮をコンバージョン



ふるさぽサクセッション

苦戦中の既存物件をふるさぽサクセッションで経営再建

当社借上後5ヶ月で

80％
黒字転換

2016年1月竣工

受託時稼働率

32％



付帯商品・サービス



入居時の必須手続き

連帯保証人

賃貸住宅への入居時

滞納保証1 家賃決済2 保険加入3

保証会社

振込

口座振替
カード決済

収益性の向上を企図して、入居時に必須となる、滞納保証、家賃の収納、
保険の加入の内製化を進めた。当社の管理物件から適用し収益拡大を目指す。

家財保険

月額払い
カード決済



滞納保証
（連帯保証人代行）



滞納保証

オーナー

JPMC

ファイナンス

入居者

賃貸借契約

賃貸保証契約 保証委託契約

保証料



家賃収納代行



管理会社

オーナー入居者

手数料

300円/月

JPMC

ファイナンス

収納代行

家賃収納 送金送金

手数料

例えば

JPMC管理戸数

74,000戸× 22,200,000円/月＝



家財保険



２０１８年４月２日

みらい少額短期保険株式会社をＭ＆Ａ

名 称 みらい少額短期保険株式会社

所 在 地 大阪市西淀川区御幣島三丁目３番３号

事 業 内 容 少額短期保険業

資 本 金 299百万円

設 立 年 月 日 平成18年12月４日

大株主及び持株比率 日本管理センター株式会社 100％

みらい少額短期保険

１. ワンストップサービスのラインナップ拡充

2. JPMCの既存事業とのシナジー効果



代理店数

１００２店舗

１. 業界トップクラスの手数料率

2.幅広い料金プラン

3.保険料月払い商品（クレカ対応）
監督官庁認可済み近日リリース

業界順位

２１位※

みらい少額短期保険

目標

業界３位
以内

※決算公告をもとに集計

ＪＰＭＣパートナー

１４２２社



人材の確保





柱となる４つの改革

業務効率 I C T 戦略会計働き方



働き方

流

ライフスタイルに応じて選べる

JPMC流の働き方

総合職
一般職

業務職

在宅パートタイマー



従業員持株会
株式報酬制度

最大9連休の

長期休暇

取得費用を負担する

資格取得支援

状況に応じて業務時間調整

フレックスタイム

退職しなくても大丈夫

産休・育休制度
再挑戦も応援する

リターンマッチ制度

老後の有効活用

フレックス定年

人事制度

人事制度

流

ライフスタイルを支援する



【見通しに関する注意事項】

本資料に記載されている、当期及び将来の業績に関する予想、計画、見通し等は、現在入手可能な情報に基づき、
当社の経営者が合理的と判断したものです。
実際の業績は、様々な要因や前提条件の変化によって、記載された予想、計画、見通しとは大きく異なることがあります。

ご清聴いただき
誠にありがとうございました。


